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岩﨑　政明教授　経歴・業績一覧

1955 年生まれ

経　　歴

1．学　　歴：1978 年 3 月　筑波大学第一学群社会学類法学専攻卒業

　　　　　　 �1984 年 3 月　筑波大学大学院社会科学研究科法学専攻修了（法

学博士）

　　　　　　 研究分野：租税法・行政法

2．職　　歴：1984 年 4 月　東洋大学法学部非常勤講師

　　　　　　 1987 年 4 月　愛知大学短期大学部専任講師

　　　　　　 1988 年 4 月　愛知大学大学院法学研究科公法学専攻兼担

　　　　　　 1989 年 4 月　愛知大学短期大学部助教授

　　　　　　 1990 年 4 月　富山大学経済学部助教授

　　　　　　 1991 年 4 月　富山大学大学院経済学研究科企業法学専攻兼担

　　　　　　 1993 年10月　�横浜国立大学経済学部経済法学科助教授・大学院

国際経済法学研究科兼担

　　　　　　 1997�年 4 月　横浜国立大学経済学部経済法学科教授

　　　　　　 1998 年 4 月　横浜国立大学大学院国際開発研究科兼担

　　　　　　 1999 年 4 月　�横浜国立大学経済学部経済法学科・大学院国際社

会科学研究科教授

　　　　　　 2002 年 4 月　横浜国立大学大学院国際社会科学研究科教授

　　　　　　 2004�年 4 月　�横浜国立大学大学院国際社会科学研究科法曹実務

専攻教授

　　　　　　 2007�年 4 月　�横浜国立大学大学院法曹実務専攻長（法科大学院
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長）（～ 2009 年）

　　　　　　 2009 年 4 月　�横浜国立大学大学院国際経済法学専攻長（～ 2011

年）

　　　　　　 2013 年 4 月　横浜国立大学大学院国際社会科学研究院教授

　　　　　　 2018 年 4 月　�明治大学専門職大学院法務研究科（法科大学院）

教授（～現在）

　　　　　　 その他、他大学非常勤講師など多数。

3．在外研究：�連合王国ロンドン大学 Institute�of�Advanced�Legal�Studies�客員

研究員（1998 年 8 月～ 10 月、2006 年 8 月～ 11 月）

　　　　　　 �アメリカ合衆国 Harvard�Law�Schoo�l�客員研究員（1999 年 8 月

～ 2000 年 8 月）

4．学　　会：租税法学会　理事（理事長代理）

　　　　　　 �資産評価政策学会　理事（会長）

　　　　　　 �International�Fiscal�Association 日本支部　理事

　　　　　　 �法と経済学会　理事

　　　　　　 �日本公法学会　会員

5．学外における研究教育活動：

　　　　　　 �1992 年～現在　 　�国税庁税務大学校　客員教授（公開講座講師、

研究科講師、専科講師、国際科・専攻科講師）

　　　　　　 �1996 年～ 1997 年　事後救済制度調査研究委員会　委員

　　　　　　 �2000 年～ 2001 年　環境省・自主協定検討会　委員

　　　　　　 �2000 年～ 2002 年　横浜商工会議所・税制問題研究会　委員

　　　　　　 �2001 年～ 2002 年　横浜商工会議所・税制研究小委員会　委員

　　　　　　 �2001 年～ 2002 年　�経済産業省・個人の金融所得に対する課税
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に関する勉強会　委員

　　　　　　 �2001 年～ 2002 年　�山梨県・富士スバルラインへの法定外目的

税導入検討に関する研究会　委員

　　　　　　 �2001 年～ 2007 年　�神奈川県収用委員会　委員

　　　　　　 �2001 年～ 2002 年　�経済産業省・ブランド価値評価研究会　委員

　　　　　　 2001 年～ 2002 年　�神奈川県大和市・自主財源強化研究会　座長

　　　　　　 �2001 年～ 2007 年　関東地方整備局入札監視委員会　委員

　　　　　　 �2002 年～ 2002 年　岐阜県・乗鞍環境保全税検討委員会　委員

　　　　　　 �2002 年 7 月～ 2003 年 3 月　�日本エネルギー法研究所・エネル

ギー税制をめぐる法的問題研究会��

委員

　　　　　　 2003 年 4 月～ 2003 年 7 月　�横浜商工会議所・税務問題委員会��

委員

　　　　　　 �2002 年11月～ 2003 年 9 月　�公正取引委員会・独占禁止法研究

会措置体系見直し検討部会　会員

　　　　　　 2003 年 4 月～ 2004 年 3 月　�国土交通省・関東地方整備局事業

評価監視委員会　委員

　　　　　　 2002 年 8 月～ 2004 年 7 月　�日本学術会議・特別研究員等審査

会　専門委員

　　　　　　 2003 年11月～ 2004 年11月　�経済産業省・産業構造審議会　金

融所得課税一元化のあり方に関す

る検討小委員会　臨時委員

　　　　　　 2003 年 3 月～ 2005 年 3 月　�静岡県・森づくり百年の計委員会��

委員

　　　　　　 2003 年 5 月～ 2005 年 3 月　�不動産証券化協会・不動産証券化

税制研究会　座長

　　　　　　 2005 年 1 月～ 2005 年 5 月　�経済産業省・グ ローバ ル 財務戦略
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研究会　委員

　　　　　　 2005 年 1 月～現在　　　　 �信託協会・信託税制研究会　座長

代理

　　　　　　 2005 年 6 月～ 2006 年 3 月　�山梨県・ミネラルウォーターに関

する税検討会　会長

　　　　　　 2006 年 1 月～ 2009 年11月　金融庁・公認会計士試験　試験委員

　　　　　　 2006 年 4 月～ 2007 年 3 月　�不動産証券化協会・導管性研究会�

座長

　　　　　　 2006 年 4 月～ 2007 年 3 月　�国土交通省・関東地方整備局入札

監視委員会　第 2 部会長

　　　　　　 2006 年 8 月～ 2007 年　　　日本租税総合研究所　研究顧問

　　　　　　 2007 年 1 月～ 2007 年 8 月　�財務省・財務総合政策研究所「カン

ボジア王国租税条約および個人所得

税制の技術支援」委員

　　　　　　 2007 年 1 月～ 2014 年12月　国税庁・国税審議会　委員

　　　　　　 2007 年 3 月～ 2007 年 5 月　神奈川県・あっせん委員会　委員

　　　　　　 2007 年 4 月～ 2018 年 6 月　�横浜弁護士会（神奈川県弁護士会）

資格審査会　委員

　　　　　　 2007 年12月～ 2013 年11月　神奈川県収用委員会　会長

　　　　　　 2008 年 6 月～ 2008 年 8 月　�中小企業庁・信託を活用した中小

企業の事業承継円滑化に関する研

究会　座長

　　　　　　 2008 年 6 月～ 2009 年 3 月　�不動産協会・住宅不動産税制研究

会　座長

　　　　　　 2009 年 6 月～ 2010 年 6 月　�企業活力研究所・マーリーズ・レ

ビューにおける国際課税のあり方

に関する調査研究会　委員
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　　　　　　 2010 年 3 月～ 2011 年 3 月　�全国宅地建物取引業協会連合会・

土地・住宅税制のあり方研究会　

委員

　　　　　　 2010 年 6 月～ 2011 年 5 月　�JICA・パレスチナ固定資産税シス

テム改善プロジェクト　委員

　　　　　　 2010 年11月～ 2011 年 6 月　�国土交通省・日本人船員に係る税

制に関する研究会　委員

　　　　　　 2011 年 2 月～ 2011 年 8 月　�不動産流通経営協会・流通新時代

における望ましい住宅・不動産税

制のあり方に関する研究会　座長

　　　　　　 2009 年 5 月～ 2011 年11月　東京都・税制調査会　専門委員

　　　　　　 2011 年～現在　　　　　　 �公益財団法人日本税務研究セン

ター・日税研究賞選考委員会　委員

　　　　　　 2011 年～現在　　　　　　 �公益財団法人租税資料館・租税資

料館賞選考委員会　委員

　　　　　　 2012 年 7 月～ 2018 年 6 月　�横浜弁護士会（神奈川県弁護士会）

懲戒委員会　委員

　　　　　　 2012 年 6 月～ 2012 年12月　�財務省・関税・外国為替等審議会��

関税分科会企画部会座長代理

　　　　　　 2013 年 1 月～ 2016 年 6 月　�JICA・パレスチナ地方財政改善プ

ロジェクト　国内支援委員会委員長

　　　　　　 2013 年 4 月～ 2014 年 3 月　�大学基準協会・法科大学院認証評

価分科会第 5 群　評価委員

　　　　　　 2013 年 6 月～現在　　　　 �公益財団法人日本税務研究 セ ン

ター　評議員

　　　　　　 2013 年 6 月～ 2018 年 6 月　公益財団法人租税資料館　評議員

　　　　　　 2014 年 7 月～ 2015 年 3 月　�法科大学院追評価分科会第 2 群　
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評価委員

　　　　　　 2015 年 8 月　　　　　　　 �JICA・第 3 回南アフリカ「公共財

政管理」要請背景確認調査団　調

査団員

　　　　　　 2015 年 7 月～ 2016 年 3 月　�資産評価システム研究センター・

固定資産税制度に関する調査研究

委員会　委員

　　　　　　 2015 年 7 月～ 2016 年 3 月　�国土交通省・固定資産税に係る有識

者検討会　委員

　　　　　　 2015 年 1 月～ 2016 年12月　国税庁・国税審議会　会長

　　　　　　 2015 年 1 月～ 2016 年12月　�国税庁・国税審議会税理士分科会��

分科会会長

　　　　　　 2017 年 7 月～ 2018 年 3 月　�資産評価システム研究センター・

固定資産税制度に関する調査研究

委員会　委員長

　　　　　　 2016 年 7 月～現在　　　　 �公益財団法人日本クレジットカウ

ンセリング協会��評議員

　　　　　　 2018 年 6 月～現在　　　　 公益財団法人租税資料館　理事

6．受賞・表彰：

　　　　　　 2012 年 7 月　�国土交通大臣表彰（建設事業関係功労 : 収用委員

会等委員関係）

　　　　　　 2017 年11月　�総務大臣表彰（地方自治法施行 70 周年記念 : 地方

自治功労者個人表彰）
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62．�「給与条例主義（2）―非常勤職員賞与（最判平 22.�9.�10）」　別冊 ジュ

リスト『地方自治判例百選』〔第 4 版〕（2013 年 5 月）141 頁

63．�「旧地方税法にいう『軽油の製造』の意義（最判平 22.�2.�16）」　民商法

雑誌�148 巻 4=5 号（2013 年 8 月）405 ～ 413 頁

64．�「重加算税に係る課税要件及び除斥期間（広島地判平 25.�3.�27）」　ジュ

リスト 1464 号（2014 年 3 月）8 ～ 9 頁

65．�「青色申告更正処分が理由付記の不備を理由として取り消された事例（大

阪高判平 25.�1.�18）」　自治研究 90 巻 11 号（2014 年 10 月）142 ～ 153

頁

66．�「青色申告更正処分に係る理由付記の程度（大阪高判平 25.�1.�18）」　税

研 178 号（最新租税基本判例 70）（2014 年 11 月）272 ～ 276 頁

67．�「法定外公共財産である市有地（現況道路）の時効取得（東京高判平 16.�

5.�28）」　私法判例リマークス�51 号（2015 年 7 月）14 ～ 17 頁

68．�「会員制リゾートクラブの入会時費用につき物品切手等として消費税が

不課税とされた事例（東京地判平 26.�2.�18）」　ジュリスト 1485 号（2015

年 9 月）135 ～ 138 頁

69．�「第二次納税義務の納付告知に係る成立要件と期間制限（国税不服審判

所裁決平 27.�1.�19）」　ジュリスト 1491 号（2016 年 4 月）10 ～ 11 頁

70．�「地方税法 343 条 2 項後段にいう『現に所有する者』の意義（最判平 27.�7.�

17）」　ジュリスト臨時増刊『平成 27 年度重要判例解説』（2016 年 4 月）
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201 ～ 202 頁

71．�「譲渡の意義（1）―負担付贈与（最判昭 63.�7.�19）」　別冊ジュリスト『租

税判例百選』〔第 6 版〕（2016 年 6 月）80 ～ 81 頁

72．�「相続財産の種類―土地の売主の相続（最判昭 61.�12.�5）」　別冊ジュリ

スト『租税判例百選』〔第 6 版〕（2016 年 6 月）147 ～ 148 頁

73．�「地方税の第二次納税義務に係る『徴収不足要件』の解釈（最判平 27.�

11.�6）」　資産評価情報（資産評価システム研究センター）217 号（2017

年 3 月）3 ～ 9 頁

74．�「相続財産評価に当たり私道供用宅地に該当するか否かが争われた事例

（東京地判平�27.�7.�16）」　ジュリスト 1509 号（2017 年 8 月）123 ～ 126

頁

75．�「ヤフー事件最高裁判決における法人税法―132 条の 2 所定の『法人税

の負担を不当に減少させる結果と認められるもの』の意義及びその該当

性の判断方法」　判例評論 705 号（2017�年 11 月）152 ～ 159 頁

76．�「法人税法―132 条の 2 所定の不当性要件の意義及びその該当性の判断

方法（最一判平 28.�2.�29）」　民商法雑誌�153 巻 6 号（2018 年 2 月）966

～ 988 頁

4．翻訳

01．�「西独行政手続法」（南博方監修、南博方、粕谷恭美 と 共訳）　（財）行

政管理研究センター（1980 年 11 月）

02．�「西独の財政裁判所法」（南博方訳。改正部分につき訳）　筑波法政 4 号

（1981 年 3 月）124 ～ 157 頁

03．�「ドイツ税務行政における適正手続―ドイツ租税基本法ハンドブック抜

粋」（木村弘之亮監修、浦東久夫、高野幸大、田中栄一、谷口勢津夫、

三木義一と共訳）　東京税理士会�税務審議部・法対策特別委員会（1993

年 3 月）
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04．�「不動産取得税の課税における私法上の法形成と租税法の解釈―ドイツ

連邦憲法裁判所 1991 年 12 月 27 日決定に係るマインケ博士の評釈」（横

浜国立大）エコノミア 45 巻 2 号（1994 年 9 月）45 ～ 52 頁

05．�「ジョーン・ヤングマン、ジェーン・マルメ共編『土地建物税制の国際

比較』（1-3・完）」（横浜国立大）エコノミア47巻 1号（1996年 5月）

58～ 65頁、2号（1996年 8月）37～ 55頁、3号（1996年 11月）47～

70頁

5．学会発表

01．�「経済的観察法をめぐる最近の論争」　租税法学会第 11 回総会（1982

年 10 月、於専修大学）

02．�「租税法学と民法学の対話―不当利得を接点として」（加藤雅信と共同発

表）　租税法学会第 20 回総会（1991 年 9 月、於慶應義塾大学）

03．�「日本における法人課税制度の最近の傾向（Recent�Trend�of�Corporate�

Tax�System�in�Japan）」　第 5 回国際租税セミナー三極化世界における

国際課税―EC、アメリカ、日本（1992 年 6 月、於ドイツ・ハンブルグ

大学）

04．�「日本における租税法の解釈（Interpretation�of�Tax�Statutes�in�Japan）」

日独国際租税法シンポジウム―租税法および租税条約の解釈・移転価格

税制―日本学術振興会＝ドイツ研究協会「平成 8 年度日独科学協力事業

セミナー」（1996 年 9 月、於ドイツ・ミュンヘン）

05．�「法人税の国際的競争と調和―EU および OECD の動向の分析」　租税

法学会第 26 回総会（1997 年 10 月、於大阪府立大学）

06．�「日本版ビッグ・バンと金融商品課税（Tokyo�Big�Bang�and�Taxa�t�i�o�

n�on�Financial�Instruments）」　イギリス・ケンブリッジ大学ジーザス・

コレッジ「第 3 回英日法シンポジウム―日本版ビッグ・バンと投資家保

護（1998 年 9 月、於ケンブリッジ大学）
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07．�「電子商取引に対する消費課税の執行方法」　立命館大学国際課税京都

フォーラム第 3 回シンポジウム（東京大会）（2001 年 1 月、於経団連ホー

ル）

08．�「金融仲介機関に係る法人税の課税根拠」　租税法学会第 30 回総会（学

会創設 30 周年記念大会）（2001 年 10 月、於甲南大学）

09．�「電子金融商品にかかる所得税ルールの提案（Proposal�for�In�come�Tax�

Rules�relating�to�Digital�Financial�Innovation）」　米国 UC バーク レー

校＝慶應義塾大学学術交流事業・電子金融取引にかかる国際租税法セミ

ナー（2002 年 6 月、於慶應義塾大学）

10．�「固定資産税のあるべき姿を問う」（熊田禎宣、奥田かつ枝、品川芳宣、

福島隆司と共同発表）　資産評価政策学会 2002 年度秋期研究大会（2002

年 10 月、於都市センターホテル）

11．�「ブランド使用料と税務」　経済産業省モデル「ブランド価値評価」公

開セミナー（中央経済社）（2002 年 10 月、於東商ホール）

12．�「温暖化対策税（環境税）の法学的考察」　国際比較環境法センターシ

ンポジウム「温暖化対策税制をめぐる諸論点」（国際比較環境法センター

／後援　環境法政策学会、環境経済・政策学会）（2004 年 4 月、於商事

法務研究会会議室）

13．�「時価評価とは何か―不動産、特許権、無形資産」（石橋勲、岡本圭司、

玉井克哉、福井秀夫 と 共同発表）　資産評価政策学会 2004 年度総会・

シンポジウム（2004 年 6 月、於日本大学経済学部 7 号館）

14．�「日本の財政状況と租税法改革の将来」　第 103 回全国土地収用研究会・

講演（主催：全国土地収用委員会連絡協議会）（2005 年 10 月、於有楽

町よみうりホール）

15．�「PFI―新しい公共投資の潮流：理論と実践」　資産評価政策学会 2006

年度総会・シンポジウム（2006 年 6 月、於日本大学経済学部 7 号館）

16．�「資産評価政策学 の 再構築」（中川雅之、清水千弘、杉浦綾子、植松丘、
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小池晃と共同発表）　資産評価政策学会 2008 年度総会・シンポジウム

（2008 年 10 月、於日本大学経済学部 7 号館）

17．�「企業会計基準のコンバージェンスと会社法・法人税法の対応」（品川芳

宣、渕圭吾、吉村政穂、坂本雅士、成道秀雄と共同発表）　日本租税研

究協会「創立 60 周年記念租税研究大会」第 3 日目シンポジウム（2009

年 9 月、於日本工業倶楽部 3 階大ホール）

18．�「税制改革を巡る現状と課題」（水野忠恒、吉野和雄、財務省大臣官房審

議官、総務省自治税務局長 と 共同発表）　日本租税研究協会「第 62 回

租税研究大会」第 1 日目シンポジウム（2010 年 9 月、於日本工業倶楽

部 2 階大会堂）

19．�「所得税の類型および所得区分の動向」　租税法学会第 39 回総会（2010

年 10 月、於東海大学）

20．�「日本の財政状況と税制改革の将来―みんなで支える日本のあり方」　

税務大学校平成 22 年度公開講座（2010 年 11 月、於税務大学校）

21．�「企業会計基準のコンバージェンスと法人税法の対応」（品川芳宣、坂本

雅士、吉村政穂、小川一夫、成松洋一と共同発表）　日本租税研究協会「第

63 回租税研究大会」第 2 日目シンポジウム（2011 年 9 月、於日本工業

倶楽部 2 階大会堂）

22．�「支え合い社会における生活支援型個人信託と税制―生活弱者を支援す

る信託の促進とこれに対する租税優遇措置を検討する」　税務大学校平

成 23 年度公開講座（2011 年 11 月、於税務大学校）

23．�「最高裁判決からみた租税法の解釈適用」（中里実、伊藤剛志、大渕博義、

佐藤英明と共同発表）　TKC タックスフォーラム 2012・パネルディス

カッション（2012 年 5 月、於ホテルニューオータニ）

24．�「税制抜本改革をめぐる諸問題」（水野忠恒、内野州馬、財務省主税局長、

総務省審議官と共同発表）　日本租税研究協会「第 64 回租税研究大会」

第 1 日目シンポジウム（2012 年 9 月、於日本工業倶楽部 3 階大会堂）
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25．�「これからの不動産税制」　税務大学校平成 24 年度公開講座（2012 年

11 月、於税務大学校）

26．�「税制を巡る現状と課題」（谷口進一、土井丈朗、財務省大臣官房審議官

星野次彦、総務省大臣官房審議官平嶋彰と共同発表）　日本租税研究協

会「第 65 回租税研究大会」第 1 日目シンポジウム（2013 年 9 月、於日

本工業倶楽部 3 階大会堂）

27．�「税制を巡る現状と課題」（秦邦昭、西山由美、財務省主税局長佐藤慎一、

総務省自治税務局長平嶋彰英 と 共同発表）　日本租税研究協会 ｢第�66

回租税研究大会｣�第 1 日目シンポジウム（2014 年 9 月、於日本工業倶楽

部 3 階大会堂）

28．�「民間投資を活用した社会インフラの整備管理と税制の役割」　税務大

学校平成 26 年度公開講座（2014 年 11 月、於税務大学校）

29．�「日本の地方税制の特色 (�Main�Features�of�Japanese�Local�Taxes)」　南

アフリカ共和国プレトリア大学地方財政管理ワークショップ（2015 年 8

月、於南アフリカ共和国プレトリア大学）

30．�「税制改革を巡る現状と課題」（塩谷公朗、土井丈朗、財務省主税局参事

官田中琢二、総務省自治税務局長青木信之と共同発表）　日本租税研究

協会 ｢第�67 回租税研究大会｣ 第 1 日目シンポジウム（2015 年 9 月、於

日本工業倶楽部 3 階大会堂）

31．�「企業のタックスコンプライアンス向上のための方策―その目的、内容、

期待される効果について」　税務大学校平成 27 年度公開講座（2015 年

11 月、於税務大学校）

32．�「パレスチナにおける固定資産評価基準策定支援の意義と役割」　国際

協力機構 JICA・パレスチナ地方財政改善技術協力プロジェクト本邦研

修（2016 年 5 月、於 JICA）

33．�「税（制改革を巡る現状と課題）（林正義、藤森博史、財務省主税局長星

野次彦、総務省自治税務局長林﨑理と共同発表）　日本租税研究協会 ｢
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第 68 回租税研究大会｣ 第 1 日目シンポジウム（2016 年 9 月、於日本工

業倶楽部 3 階大会堂）

34．�「税制改革を巡る現状と課題」（佐藤英明、中村豊明、総務省自治税務局

長内藤尚志、財務省主税局長星野次彦と共同発表）　日本租税研究協会

｢第 69 回租税研究大会｣�第 1 日目シンポジウム（2017 年 9 月、於日本工

業倶楽部 3 階大会堂）

6．事典

01．�「法治主義」「法人税」　『世界歴史文化大事典』（教育出版 セ ン ター、

1985 年 5 月）

02．�「税法における匿名組合」「租税平等の原則」「実質課税の原則」　遠藤

浩＝福田平編『法令解釈事典』（ぎょうせい、1986 年 3 月）

03．�「行政処分」「脱税」　金森久雄ほか編『経済辞典』〔第 3 版〕（有斐閣、

1998 年 1 月）

04．�「租税回避行為 の 否認」「租税確定手続」「租税危害犯」「租税手続」「租

税特別措置法」「租税犯」　園部逸夫＝大森政輔編『新行政法辞典』（ぎょ

うせい、1999 年 4 月）

05．�租税実体法の意義、課税要件総論および所得税に関する事項解説　金子

宏監修（水野忠恒ほか）『租税法辞典』（中央経済社、2001 年 4 月）

06．�『税法用語辞典』〔全訂版〕（平野嘉秋＝川端康之と共編）（大蔵財務協会、

2001 年 11 月）

07．�「課税標準」「課税物件」「課税要件」「納税者番号制度」　吉牟田勲＝成

道秀雄編『税務会計学辞典』（2002 年 2 月、中央経済社）

08．�『税法用語辞典』〔7 訂版〕（平野嘉秋＝川端康之と共編）（大蔵財務協会、

2007 年 3 月）

09．�『税法用語辞典』〔8 訂版〕（平野嘉秋＝川端康之と共編）（大蔵財務協会、

2011 年 10 月）
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10．『税法用語辞典』〔9 訂版〕（平野嘉秋と共編）（大蔵財務協会、2016 年 9 月）

11．�第 5 編第 4 章証券税制の編集及び〔1〕証券税制の概観　証券経済学会

＝日本証券経済研究所編『証券事典』（金融財政事情研究会、2017 年 6 月）

12．�租税法用語 の 執筆　成道秀雄編『新版税務会計学辞典』（中央経済社、

2017 年 10 月）

7．評論

01．�「福井核燃料税条例」　ジュリ ス ト 増刊『新条例百選』（1992 年 4 月）

206 ～ 207 頁

02．�「消費税の歪曲を正せ」　納税通信 2276 号（1993 年 6 月）4 頁

03．�「有価証券等の電子取引と税法の対応」　旬刊速報税理 14 巻 21 号（1995

年 7 月）

04．�「地方分権にふさわしい地方税制の姿」　月刊「税」50 巻 7 号（1995 年

7 月）18 ～ 19 頁

05．�「税理士の専門研修と法学系大学院のあり方」　税研 17 巻�3 号（2001

年 11 月）97 頁

06．�「いわゆる銀行税条例の問題点と裁判所の判断」　銀行実務 32 巻 6 号

（2002 年 6 月）8 ～ 9 頁

07．�「ブランド価値評価をめぐる租税問題」　旬刊速報税理 21 巻 32 号（2002

年 11 月）1 頁

08．�「アジアにおける税制の潮流と日本の対応」　税務弘報 55 巻 13 号（2007

年 11 月）2 ～ 3 頁

09．�「リバースモーゲージ再生に向けて」　資産評価政策学 11 巻 1 号（2008

年 8 月）1 ～ 2 頁

10．�「既存住宅の流動化促進と資産税制」　資産評価政策学 13 巻 2 号（2011

年 2 月）1 頁

11．�「学会 ル ポ　租税法学会〔第 42 回総会〕」　税務弘報 62 巻 4 号（2014
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年 4 月）182 ～ 183 頁

12．�「インフラ投資信託の可能性と租税法等の整備」　税経通信 70 巻 2 号

（2015 年 2 月）2 ～ 3 頁

13．�「投資法人の導管性要件に係る『税会不一致』問題の解消」　ARES 不

動産証券化ジャーナル 26 号（2015 年 7 月）3 頁
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